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次期 県がん対策推進計画（H３０～３５）の全体目標及び個別目標について 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 

【全体目標（施策の柱）】 

現行計画での目標 策定時 
 

現状 
(H28) 

目標 目標
期限 

達成
状況 

課 題 次期計画での目標 現状 目標 目標 
期限 

目標設定の考え方 

①がんによる死亡者の減少 
（75 歳未満の年齢調整死亡
率の 20％減少）（人口 10
万対）（※１） 

85.2 
（H17） 

68.3 
（H28） 

68.2 

H20
年度 
から
の   
10
年目
標 

B 
喫煙率の減少や、がん検診受診
率の向上等のがん予防のため
の施策の一層の充実化が必要。 

○新Ⅰ予防の強化と早期発見の推進 

 ・○新がん罹患者の減少 
  （全がんの年齢調整罹患率の

減少）（人口 10万対） 
（※３） 

 ・がんによる死亡者の減少 
  （75歳未満の年齢調整死亡

率の減少）（人口 10万対）
（※４） 

 
 
 

391.3 
（H25） 

 
 
 

68.3 
（H28） 

 
 
 

減少する 
 
 
 
 

減少する 

H35年度 

国計画案の全体目標を参考に
設定した。 

国計画案では、がん予防によ
りがん罹患者数を減少させ、
がんの早期発見・早期治療を
促すことでがんの死亡者の減
少を実現するとされているこ
とから、同様の目標を設定し
たもの。 
※国計画案では、数値として
の目標は設定されなかった
ことを踏まえ、「減少する」
として目標を設定 

②すべてのがん患者及びそ
の家族の苦痛の軽減並びに
療養生活の質の維持向上 

― ― 
向上す
る 

（B） 

緩和ケア研修会の受講者数は
着実に増加しており、がん患者
の苦痛の軽減や療養生活の維
持向上が図られているものと
考えられる。今後も、患者とそ
の家族の状況に応じて、がんと
診断された時からの緩和ケア
を推進することが必要。 

○新Ⅱ質の高い医療の確保 

 ○新・県民が安心して質の高いが
ん医療が受けられるよう、
診療体制の充実及びがん
医療水準の向上 

― 

診療体制を

充実させ、

がん医療水

準を向上す

る 

「質の高い医療の確保」分野
における全体目標として、新
たに設定したもの。 

③がん検診受診率 50％以上
を目指す(※２) 

16.1～
42.2％ 
（H17） 

12.9～ 
33.8％ 
（H27） 

50％以
上 

D （【個別目標】の項目で記載） 
（削 除） 

※個別目標との重複のため 
   

【個別目標】と重複するため、
全体目標から削除するもの。
【個別目標】において、引き
続き目標を設定する。 

④がんになっても安心して
暮らせる社会の構築 

― ― 
構築す
る 

（B） 

関係機関との連携を図り、相談
体制の充実化を図ることで、患
者とその家族の多様な相談ニ
ーズに対応できるようにする
ことが必要。 

○新Ⅲ患者支援体制の充実 

― 

相談支援体

制を充実さ

せ、がんに

悩む方やそ

の家族を支

える 

H35年度 
「患者支援体制の充実」分野
における全体目標として、新
たに設定したもの。 

（※1）（※4）国立がん研究センター資料より、（※2）厚生労働省｢地域保健･健康増進事業報告｣より作成、（※3）国立がん研究センター「全国がん罹患モニタリング集計」 
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【個別目標】 

● がんにかからない生活習慣の確立 
【望ましい生活習慣の確立】 

現行計画での目標 策定時 
（※1） 

現状 
(H28) 

目標 目標
期限 

達成状
況 

課 題 次期計画での目標 現状（※1） 
（H28） 

目標 目標 
期限 

目標設定の考え方 

①食塩摂取量の減少 
（成人１日あたりの平均
摂取量） 

男性 12.2g 
女性 10.5g 

男性 11.0g 
女性 9.1g 

男性 9.0g 
女性 7.5g 

H33 
年度 
(※3) 

 

B 

適正体重・定期的な運
動の維持を含めた食生
活の改善など、がん予
防に関連する生活習慣
の普及啓発が必要。 

①食塩摂取量の減少 
（成人１日あたりの平均摂取量） 

男性 11.0g 
女性 9.1g 

男性 8.0g 
女性 7.0g 

H34 
年度 
（※2） 

新目標・目標期限につい
ては、県健康増進計画（第
２次）中間評価報告書（素
案）に準じたもの。 
 
※本項目は全て、県健康
増進計画での目標値と
同様に設定 

②野菜摂取量の増加 
（成人１日あたりの平均
摂取量） 

294.9g 280.0g 350g D 
②野菜摂取量の増加 
（成人１日あたりの平均摂取量） 280.0g 350g 

③運動習慣者の割合の増
加 

男性 36.5% 
女性 23.6% 

男性 38.1% 
女性 27.6% 

男性 40% 
女性 35% 

男性 D 
女性 B 

③運動習慣者の割合の増加 男性 38.1% 
女性 27.6% 

男性 40% 
女性 35% 

④日常生活における歩数
の増加 

男性(20～64歳) 

7,692歩 

女性(20～64歳) 

6,549歩 

男性(65歳～) 

5,590歩 

女性(65歳～) 

5,133歩 

男性(20～64歳) 

7,185歩 

女性(20～64歳) 

6,056歩 

男性(65歳～) 

5,115歩 

女性(65歳～) 

4,599歩 

男性(20～64歳) 

9,000歩 

女性(20～64歳) 

8,500歩 

男性(65歳～) 

7,000歩 

女性(65歳～) 

6,000歩 

D 

④日常生活における歩数の増加 男性(20～64歳) 

7,185歩 

女性(20～64歳) 

6,056歩 

男性(65歳～) 

5,115歩 

女性(65歳～) 

4,599歩 

男性(20～64歳) 

9,000歩 

女性(20～64歳) 

8,500歩 

男性(65歳～) 

7,000歩 

女性(65歳～) 

6,000歩 

⑤生活習慣病のリスクを
高める量を飲酒してい
る者（※3）の割合の低
下 

男性 15.1% 
女性 7.3% 

男性 14.5% 
女性 10.1% 

男性13.0% 
女性 6.4% 

男性 B 
女性 D 

⑤生活習慣病のリスクを高める量
を飲酒している者（※3）の割合
の低下 

男性 14.5% 
女性 10.1% 

男性 減少 
女性 減少 

（※1）H22・H28「県民健康栄養調査」 

（※2）目標期限は、健康増進計画に準じる。 

（※3）生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者とは、純アルコール摂取量で男性 40g、女性 20g以上の者。 

 
 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【たばこ対策の充実、強化】 

現行計画での目標 策定時 
 

現状 
(H28) 

目標 目標
期限 

達成
状況 

課 題 次期計画での目標 現状 
（H28） 

目標 目標 
期限 

目標設定の考え方 

①成人喫煙率の減少 

男性
33.4% 
女性
10.5% 
(※1) 

男性
26.9% 
女性  
4.8% 

男性 24% 
女性  6% 

平成

33 

年度 

（※4） 
 

男性 B 

女性 A 
女性は目標を達成したもの

の、男性は未達成であること

等から、引き続き、喫煙が及

ぼす影響と禁煙のための知

識の普及啓発が必要。 

①成人喫煙率の減少 

男性 
26.9% 
女性 

4.8% 

（※1） 

男性 21% 
女性  2% 

H34 

年度 

（※4） 

成人喫煙率の減少を推進

するため、目標値を更新

するもの。 

※現状値のうち、「（今後、

喫煙を）やめたい」と

思っている者の割合

（男性 0.186、女性

0.542）を控除したもの 

※男性 26.9×（1-0.186）

≒21％ 

※女性 4.8×（1-0.542）

≒2％ 

②未成年者の喫煙率（高校
３年生） 男性 

3.8% 
女性 
1.7% 
(※2) 

更新データなし 
0%(喫煙を 
なくす) 

－ 

②未成年者の喫煙率（高校３年生） 

男性 － 

女性 － 

0% 

0% 

（変更なし） 

喫煙が及ぼす影響と禁煙

のための知識の普及啓発

において、引き続き、未

成年者の喫煙防止を呼び

かける。 

③受動喫煙の機会を有す
る者の割合の低下 

  

行政機関

0% 

医療機関 

14.4% 

職場 

27.7% 

家庭 

-(※3) 

行政機関 

0% 

医療機関 

10.6% 

職場 

21.2% 

家庭 

-(※3) 

0%(分煙→禁煙) 

 
0% 
 

受動喫煙のない職場 

 

0% 

医療機関 

D 
職場 

B 

受動喫煙によって、非喫煙者

の肺がんリスクが３割上昇

すること等が指摘されてお

り（※5）、今後も関係機関と

連携した受動喫煙防止に向

けた普及啓発が必要。 

③受動喫煙の機会を有する者の割

合の低下（a） （※7） 

行政機関 

0% 

医療機関 

10.6% 

職場 

21.2% 

家庭 

-(※3) 

0%(分煙→禁煙) 

 
0%(分煙→禁煙) 
 
受動喫煙のない職場 

 

0% 

（目標値は変更なし） 

 

引き続き、受動喫煙のな

い環境づくりを推進す

る。 

 

－ 

     

○新④受動喫煙の機会を有する者の

割合の低下（b） （※8） 

行政機関

7.8% 

医療機関 

5.2% 

職場 

38.2% 

家庭 

12.4% 

（※6） 

0% 
 
0% 
 
受動喫煙のない職場 

 

0% 

健康増進計画（第２次）

中間評価報告書（素案）

で新たに追加されたこと

を踏まえ、本計画におい

ても追加するもの。 

 
（※1）H22・H28「健康づくり県民意識調査」、（※2）H23「県青少年健康づくり調査」 
（※3）H24・H28「医療機能調査」、H22・H26「事業所におけるがん検診等実態調査」、（※4）目標期限は、県健康増進計画に準じる。 
（※5）厚生労働省「喫煙の健康影響に関する検討会」報告書より 
（※6）H28「県民健康栄養調査」 
（※7）各施設の禁煙や分煙の状況を調査した結果より算出したもの。 
（※8）県民に対して直近１ヶ月間、受動喫煙の頻度（家庭のみ毎日）を調査したもの。 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【ウイルスや細菌など感染の予防】 

現行計画での目標 策定時 

 

現状 

(H27) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

（H27） 

目標 目標 

期限 

目標設定の考え方 

①子宮頸がん予防（HPV）
ワクチン接種率の増加 

推定 71.8% 

(※1) 

推定 0.13% 
（※4） 

100% 

平成

29 

年度 

－ 

子宮頸がん予防ワクチ

ンについては、現在のと

ころ、積極的な接種勧奨

の再開の是非について

結論に至っていないた

め、今後の国での検討結

果を踏まえる必要があ

る。 

（削 除） 

※国での検討状況を踏まえ、一時的に削除するもの 

   子宮頸がん予防ワクチン

については、現在のとこ

ろ、積極的な接種勧奨の

再開の是非について結論

に至っていないため、目

標から一時的に削除する

もの。 

※国での検討状況を踏ま

え、改めて目標への再

設定について検討する 

②肝炎ウイルス検診の受
診率の増加（40 歳節目
のみ）（※2） 

12.5% 16.2% 
25% 

(倍増) 
B 

今後も、肝炎ウイルスに

関する正しい知識を普

及させ、肝炎ウイルス検

診の受診促進が必要。 

①肝炎ウイルス検診の受診率の

増加（症状がなく、過去に肝

炎ウイルス検査を１回も受け

たことがない者が最も早く受

診できる年齢である40歳節目

の受診率）（※2） 

16.2% 25% 

H35 

年度 

（変更なし） 

現行目標を達成していな

いことから、引き続き、

現行目標の達成を目指す

もの。 

－ 

      

○新②胃がん罹患者の減少 

（年齢調整罹患率、人口 10 万対）（※5） 男性 102.4 

女性  33.8 

（H25） 

減少する 

ヘリコバクターピロリ菌

感染が発生原因の一つ

である胃がんについて、

新たに罹患者の減少を

目標へ追加するもの。 

－ 
      

○新③子宮がん罹患者の減少 

（年齢調整罹患率、人口 10 万対）（※5） 

21.8 

（H25） 
減少する 

ウイルス感染による罹患

が多いと考えられる２つ

のがん種について、新た

に罹患者の減少を目標へ

追加するもの。 

－ 
      

○新④肝がん罹患者の減少 

（年齢調整罹患率、人口 10 万対）（※5） 

男性 23.6 

女性  8.6 

（H25） 

減少する 

③子宮がんによる死亡者
の減少 

 （人口 10万対）（※3） 7.2 

 

8.1 

（H28） 

6.5 

(10%減少) 

平成

29 

年度 

D 

今後も、子宮頸がん検診

を推進し、早期発見・早

期治療につなげ、発症予

防・死亡率の低下に努め

る必要がある。 

⑤子宮がんによる死亡者の減少 

 （人口 10万対）（※3）  

8.1 

（H28） 

減少する 

がん死亡者の減少につい

ては、国計画では数値と

しての目標は設定されな

かったことを踏まえ、目

標を「減少する」へ変更

するもの。 

④肝がんによる死亡者の
減少 

（人口 10万対）（※3） 
男性 29.2 

女性 18.9 

 

男性 31.7 

女性 15.7 

（H28） 

 

男性 26.3 

女性 17.0 

(10%減少) 

B 

今後も、肝炎ウイルス陽

性者への受診勧奨や普

及啓発を通じて、肝炎の

早期発見・早期治療につ

なげ、肝がんの発症予

防・死亡率の低下に努め

る必要がある。 

⑥肝がんによる死亡者の減少 

（人口 10万対）（※3） 
 

男性 31.7 

女性 15.7 

（H28） 

減少する 

 
（※1）厚生労働省 H22「子宮頸がん等ワクチン接種者数報告（ワクチン接種緊急促進事業）」※H24年度で終了、（※2）厚生労働省 H23・H27「地域保健・健康増進事業報告」等より作成 
（※3）厚生労働省 H23・H28「人口動態統計調査」より作成、（※4）厚生労働省 H27「地域保健・健康増進事業報告」等より作成、（※5）国立がん研究センター「全国がん罹患モニタリング集計」 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 

 



 5 

● がんの早期発見体制の強化 

【検診受診率の向上】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H27) 

目標 目標

期限 

達成 

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

（H27） 

目標 目標 

期限 

目標設定の考え方 

○がん検診受診率の向上 
厚生労働省｢地域保健･
健康増進事業報告｣より
作成 

 
※上段：年齢上限なし 
 下段：年齢上限69歳 

 

 

胃   18.8% 
肺   36.3% 
大腸 22.9% 
乳   30.5% 
子宮 27.0% 

胃   12.9% 
肺   33.8% 
大腸 26.6% 
乳   29.6% 
子宮 27.5% 

50%以上 
5年 

以内 

胃  D 

肺  D 

大腸 B 

乳  D 

子宮 B 

現状（H27）では、い

ずれの部位も全国平

均を上回っている

が、目標の 50％には

達していない。 

これまで、市町村に

対する検診費用・普

及啓発に係る活動費

用への助成や、県と

がん対策の推進に関

する協定締結企業の

社員でがん検診の重

要性をPRするがん予

防推進員の養成、民

間コンサルを活用し

た効果的な受診勧奨

の実施等の取組みを

行ってきたが、今後

も関係機関と連携

し、受診率が向上す

るよう取り組む必要

がある。 

○がん検診受診率の向上 

厚生労働省｢地域保健･健康増進

事業報告｣より作成 

 
※上段：年齢上限なし 
 下段：年齢上限69歳（参考指標） 

 

胃   12.9% 
肺   33.8% 
大腸 26.6% 
乳   29.6% 

子宮 27.5% 

50%以上 
H35 

年度 

（変更なし） 

 

・現行目標を達成してい

ないことから、引き続

き、目標の達成を目指

すもの。 

 

・（市町村・職域を合わせ

た）がん検診受診率に

ついては、現行計画で

は「参考指標」として

設定していたもの。 

国では、「国民生活基礎

調査（平成 25年）では、

がん検診を受けた者の

40～70％程度が職域に

おけるがん検診を受け

ており、職域における

がん検診は我が国のが

ん対策において、受診

機会を提供する重要な

役割を担っている。」※

としていることを踏ま

え、国民生活基礎調査

により作成した、市町

村と職域の状況を合わ

せたがん検診受診率を

「目標指標」として追

加するもの。 

※厚生労働省「職域に

おけるがん検診に関

するワーキンググル

ープ 開催要綱」より

抜粋 

胃   17.2% 
肺   28.7% 
大腸 19.3% 
乳   36.6% 
子宮 31.6% 

胃   11.9% 
肺   26.7% 
大腸 21.8% 
乳   31.0% 
子宮 34.1% 

胃  D 

肺  D 

大腸 B 

乳  D 

子宮 B 

胃   11.9% 
肺   26.7% 
大腸 21.8% 
乳   31.0% 

子宮 34.1% 

（参考指標） 

厚生労働省 

「国民生活基礎調査」 
 
※上段：年齢上限なし 
 下段：年齢上限69歳 

 

 

胃   38.4% 
肺   29.6% 
大腸 27.5% 
乳   35.8% 
子宮 34.4% 

(H22) 

胃   44.6% 
肺   50.5% 
大腸 41.4% 
乳   40.1% 
子宮 39.9% 

(H28) 
－ － 

 

厚生労働省 

「国民生活基礎調査」 
 
※上段：年齢上限なし 
 下段：年齢上限69歳（参考指標） 

 

 

胃   44.6% 
肺   50.5% 
大腸 41.4% 
乳   40.1% 
子宮 39.9% 

(H28) 

胃   42.4% 
肺   32.0% 
大腸 29.6% 
乳   45.9% 
子宮 41.7% 

(H22) 

胃   48.3% 
肺   54.1% 
大腸 45.4% 
乳   51.1% 
子宮 48.4% 

(H28) 

胃   48.3% 

肺   54.1% 

大腸 45.4% 

乳   51.1% 

子宮 48.4% 

(H28) 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【効果的検診手法等の普及】 

現行計画での目標 策定時 

 

現状 

(H26) 

目標 目標

期限 

達成 

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

（H28） 

目標 目標 

期限 

目標設定の考え方 

－       

○新①乳がん検診に加えて自己触

診の重要性も合わせた普及
啓発 
・働く世代（40～64歳）の乳

がん死亡率の減少（※1） 
（人口 10万対）（※2） 25.9 減少する 

H35

年度 

本県の働く世代（40～64歳）

の女性の乳がん死亡率が全国

値（24.3）を上回っているこ

とから、新たに目標として設

定するもの。 

※国計画では、がん死亡率減

少の目標として、数値とし

ての目標は設定されなかっ

たことを踏まえ、「減少す

る」として設定 

（※1）本県の働く世代（40～64歳）の女性の乳がん死亡率（平成 28年）が全国値（24.3（人口 10万対））を上回っている等の状況により、特に注意が必要であるという観点から指標として設定したもの 
（※2）厚生労働省「人口動態統計」、県「富山県の人口」より作成 
 

【検診精度の向上】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H26) 

目標 目標

期限 

達成 

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

（H26） 

目標 目標 

期限 

目標設定の考え方 

①がん検診精検受診率の向
上 
厚生労働省｢地域保健･健
康増進事業報告｣より作
成 

 

 

胃  88.3% 

肺  90.6% 

大腸 78.4% 

乳  91.7% 

子宮 90.1% 

胃  88.6% 

肺  89.6% 

大腸 75.7% 

乳  92.2% 

子宮 81.1% 

90%以上 

5年 

以内 

胃  B 

肺  D 

大腸 D 

乳 B 

子宮 D 

多くの部位で目標の 90％に

達していないため、精密検

査を受診しない理由をよく

把握したうえで、職域や家

庭等も含めた幅広い普及啓

発が必要。 

①がん検診精検受診率の向上 
厚生労働省｢地域保健･健康増進事業
報告｣より作成 

 

 

胃  88.6% 

肺  89.6% 

大腸 75.7% 

乳  92.2% 

子宮 81.1% 

90%以上 

H35

年度 

（変更なし） 

 

現行目標を達成していない

ことから、引き続き、現行目

標の達成を目指すもの。 

②科学的根拠に基づく精度

の高いがん検診を行うた

めの精度管理・事業評価

の実施 

（国指針に基づくがん検診

実施市町村数）（※１） 

（事業評価実施市町村数）

（※２） 

 

 

15市町村 
 
 
11市町村 

15市町村 
 

 
15市町村 

全ての 
市町村 A 

今後も、がん検診が正しく

行われるよう事業評価（精

度管理）の実施が必要。 
※事業評価（精度管理）とは、

がん検診が正しく行われてい

るか、指標を用いて確認する

こと。 

（例えば、精検受診率が国で

定める基準値より大きく高か

った場合、本来ならば、精密

検査が不要な受診者への受診

を求めていたことが疑われ、

「要精検」の判定基準の見直

しについて検討すること等） 

②科学的根拠に基づく精度の高いが

ん検診を行うための精度管理・事業

評価の実施 

 

（国指針に基づくがん検診実施市町

村数）（※１） 

（事業評価実施市町村数）（※２） 

 

 

15市町村 
 

 
15市町村 

全ての 
市町村 

（変更なし） 

 

既に現行目標を達成してい

るが、がん検診の事業評価が

引き続き、全ての市町村にお

いて実施されるよう、進捗管

理を行うための指標として、

現行の目標を継続するもの。 

（※１）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」、（※２）県健康課調べ 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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● 質の高い医療が受けられる体制の充実 
 

【富山県のがん診療体制の強化】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

（H28） 

目標 目標 

期限 

目標設定の考え方 

①拠点病院を核とした専門

的・機能的ながん医療体

制ネットワークの充実・

強化 

   

5年 

以内 

 

がん診療体制としては、県がん

診療連携拠点病院である県立

中央病院と６つの国指定と３

つの県指定の「がん診療連携拠

点病院」が、拠点病院相互の連

携を進めている。 

一方で、地域連携クリティカル

パスの運用件数が停滞してい

ることから、がん患者が退院後

も住み慣れた地域で療養生活

を送れるよう、拠点病院や地域

の医療機関との連携強化が必

要。 

※地域連携クリティカルパスと

は、病院の主治医である専門医

とかかりつけ医が、協力して、

がん患者の治療を継続していく

ための診療計画表であり、定期

検診の予定、その時必要な観察

項目が掲載されており、受診の

都度、医療機関で結果が記入さ

れるもの。 

①拠点病院を核とした専門的・機

能的ながん医療体制ネットワ

ークの充実・強化 

・拠点病院におけるがん情報の収

集･発信、医療従事者等を対象

とする研修会の開催 

 ※県健康課調べ 

 

 

 

 

 

・５大がんの地域連携クリティカ

ルパスの運用件数の増加 

 ※県健康課調べ 

 

 

 

 

 

10病院 

年１回 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

200件 

 

 

 

 

全ての拠点病院で

年 1回 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

500件 

H35

年度 

（変更なし） 
 
 
・既に現行の目標を達成して
いるが、拠点病院における
がん情報の収集・発信、医
療従事者等を対象とする研
修会が引き続き開催される
よう、進捗管理を行うため
の指標として、現行の目標
を継続するもの。 

 
 
・現行目標を達成していない
ことから、引き続き、現行
目標の達成を目指すもの。 

・拠点病院におけるがん
情報の収集･発信、医療
従事者等を対象とする
研修会の開催 

 ※県健康課調べ 

－ 
10病院 
年１回 
以上 

年 1回 
以上 A 

 
 
 

・５大がんの地域連携ク
リティカルパスの運用
件数の増加 

 ※県健康課調べ 
 

 
 
 
 
229件 

 
 
 
 

200件 

 
 
 
 

500件 

 

 

 

D 

 
 
【手術療法、放射線療法、薬物療法、支持療法のさらなる充実とチーム医療の推進】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①拠点病院における多職種
チーム医療体制の整備 
※県健康課調べ 

 ・がん医療関連チーム数の
増加 

46チーム 57チーム 
100 

チーム 

5年以

内 
B 

今後も、各職種の専門性を活か
したチーム医療の推進が必要。 

①拠点病院における多職種チー
ム医療体制の整備  
※県健康課調べ 

 ・がん医療関連チーム数の増加 
57チーム 

100 

チーム 

H35

年度 

（変更なし） 
 
現行目標を達成していないこ
とから、引き続き、現行目標
の達成を目指すもの。 

 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 

 



 8 

 

【がん医療を専門的に担う医療従事者の育成及び資質の向上について】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①チーム医療推進のための

研修会の開催  

※県健康課調べ 

 ・研修会開催拠点病院数 

- 6拠点病院 10 拠点病院 

5年以

内 

B 

今後も、がん診療におけるチー

ム医療のリーダーとして活躍で

きる医師、看護師、薬剤師、診

療放射線技師等の育成が必要。 

①チーム医療推進のための研修

会の開催 ※県健康課調べ 

 ・研修会開催拠点病院数 
6拠点病院 全ての拠点病院 

H35

年度 

（変更なし） 

現行目標を達成していないこ

とから、引き続き、現行目標

の達成を目指すもの。 

②がん分野の認定看護師の

育成 

 ・認定看護師数  

※県医務課調べ 

 

34名 
90名 

(H29.8) 
70名 A 

がん分野の認定看護師を着実

に養成し、目標を達成した。拠

点病院では、緩和ケアチームへ

の認定看護師の配置が求めら

ていることから、今後も、認定

看護師の育成・確保に努める必

要がある。 

○新 ②がん看護に携わる看護師の

育成・確保 

 ○新 ・がん看護臨床実践研修の 

修了者数 ※県医務課調べ 

 

 

 

 

 

 

・がん分野の認定看護師数  

※県医務課調べ 

 

 

 

158名 

（H29.8） 

 

 

 

 

 

 

 

90名 

(H29.8) 

 

 

 

340名 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加する 

・がん看護に携わる看護師の

資質向上を推進するため、

がん看護臨床実践研修の修

了者数を新たに目標として

設定する。 

 ※H19～H29年度までの修了

者 158名に、定員 30名×

６年＝180名を加えた値

（158＋30×6≒340名）

を目標値とした 

・がん分野の認定看護師の育

成・確保の必要性から、引

き続き、「増加する」として

目標設定するもの。 

※H26年度から県看護協会で実

施した「緩和ケア」の認定看護

師教育課程がH28年度をもっ

て終了したことより、具体の数

値目標ではなく「増加する」と

して設定 

③がん医療に専門的に携わ
る医療従事者の研修会参
加の促進 

9病院 10病院 10病院 A 

今後も、拠点病院で構成される

がん診療連携協議会の研修部

会が中心となって、がん診療に

従事する医師、看護師等を対象

とした研修会等を開催すると

ともに、拠点病院が協力して相

互の研修への参加の促進が必

要。 

③がん医療に専門的に携わる医
療従事者の研修会や参加の促
進 

10拠点病院 全ての拠点病院 

（変更なし） 

既に現行目標を達成している

が、がん医療に専門的に携わ

る医療従事者の研修会参加の

促進が、全ての拠点病院にお

いて実施されるよう、進捗管

理を行うための指標として、

現行の目標を継続するもの。 

（地域の医師等も含めた放射
線･化学療法の推進に関する
研修会の開催）※県健康課調
べ 

（地域の医師等も含めた放射線･薬
物療法の推進に関する研修会の開
催）※県健康課調べ 

【がんゲノム医療・免疫療法を含めた最新の医療技術への対応】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H29) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

－       

○新①「がんゲノム医療中核拠点病

院」と本県の拠点病院との

連携構築 
－ 構築する 

H35

年度 

本県におけるがんゲノム医療
の実践に向けた取組みを推進
するため、新たに目標として
設定するもの。 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【がんと診断された時からの緩和ケアの推進について】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①がん診療に携わる全ての医

療従事者における緩和ケア

に関する知識と技術の習得

（緩和ケア研修会の受講）

※県健康課調べ 

 

・医師受講数の増加 

・コメディカル受講者数

の増加 

 

 

 

 

 

 

 

562名 

295名 

 

 

 

 

 

 

 

1,275名 

897名 

(H29.3 月末現在) 

 

 

 

 

 

 

 

850名 

600名 

 

 

 

 

 

 

 

5年 

以内 

A 

緩和ケア研修会の受講数に

ついては、がん診療連携協

議会緩和ケア部会が中心と

なり、研修受講を積極的に

推進したこと等により、目

標を達成した。 

今後も、医療従事者におけ

る緩和ケアの知識と技術の

習得を推進しつつ、緩和ケ

アの意義や必要性を県民に

普及啓発することが必要。 

①がん診療に携わる全ての医療

従事者における緩和ケアに関

する知識と技術の習得（緩和ケ

ア研修会の受講）※県健康課調べ 

 

・医師受講数の増加 

・コメディカル受講者数の増加 

 

 

 

 

 

 

1,275名 

897名 

(H29.3 月末現在) 

 

 

 

 

 

 

1,750名 

1,500名 

H35

年度 

医療従事者における緩和ケ

アの知識と技術の習得を推

進するため、目標値を更新す

るもの。 

※医師受講者については、今

後、新たに医師として採用

される研修医の増加見込

み 80名（29年度 に富山県で

採用された研修医実績（厚生労

働省調べ））×６ヶ年＝480

名を現状値に加えたもの

を目標値とする 

（1,275+480≒1,750名） 

※コメディカル受講者につ

いては、前回計画策定時か

らの増加分（約 600名）を

現状値に加えたものを目

標値とする 

（897+600≒1,500名） 

②緩和ケアの提供体制の充実

と県民等への普及啓発  

※県健康課調べ 

 ・緩和ケア外来利用患者数

の増加 
2,159人 

 

2,986人 

（H27） 

3,000人 
3年以

内 
B 

②緩和ケアの提供体制の充実と

県民等への普及啓発 

※県健康課調べ 

 ・緩和ケア外来利用患者数 

の増加 

 

 

 

2,986人 

（H27） 

 

 

 

4,200人 

緩和ケアの提供体制のさら

なる充実を図るため、目標値

を更新するもの。 

※前回計画策定時からの年

間平均増加分（（2,986人－

2,159人）/4≒200人）に

６ヶ年を乗じた値（200×6

＝1,200人）を現状値に加

えたものを目標値とした 

 （1,200＋2,986≒4,200人） 

③在宅緩和ケア地域連携クリ

ティカルパスの効果的な 

運用 

 ・パス利用者数の増加  

※県健康課調べ 

- 36人 増加する 
5年以

内 
B 

③在宅緩和ケア地域連携クリテ

ィカルパスの効果的な運用 

 ・パス利用者数の増加  

※県健康課調べ 36人 増加する 

（変更なし） 

今後も引き続き、在宅緩和ケ

ア地域連携クリティカルパ

スの効果的な運用を推進す

るため、進捗管理を行うため

の指標として、現行の目標を

継続するもの。 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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● がん患者の支援体制の充実 

【患者及びその家族の相談支援の充実】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①拠点病院における患者とそ
の家族に必要な正しい情報
を提供する体制の整備 ※
県健康課調べ 
・患者用図書室のある拠点

病院数の増加 

4病院 7病院 

10病院 

(全ての 

拠点病院) 

5年以

内 
B 

H25年９月に県がん総合相

談支援センターを開設し、

医療だけではなく、心理、

生活、介護、就労など、が

ん患者の様々な相談ニーズ

に対応している。 

今後も、患者、家族の多様

な相談ニーズに十分に対応

できるよう、拠点病院や患

者団体等の関係機関との連

携を図る必要がある。 

①拠点病院における患者とその

家族に必要な正しい情報を提

供する体制の充実 ※県健康課

調べ 

・患者用図書室のある拠点病院

数の増加 

7 拠点病院 
全ての 

拠点病院 

H35

年度 

（変更なし） 

 

今後も引き続き、拠点病院に

おける患者とその家族に必

要な正しい情報が提供され

るよう、進捗管理を行うため

の指標として、現行の目標を

継続するもの。 

②患者とその家族の悩みや不
安にきめ細かく対応するた
めの、より活用しやすい相
談支援体制の整備 ※県健
康課調べ 

 

 

 

 

   

②患者とその家族の悩みや不安

にきめ細かく対応するための、

相談支援体制の充実 ※県健康

課調べ 

  

 

・地域統括相談支援センタ
ーの設置 

－ 
設置 

(H25.9) 
設置する 

25年

度 
A 

（削除） 

※県がん総合相談支援センター設置済みのため 

 

   

・拠点病院の相談支援セン
ター・総合相談支援セン
ターにおける相談件数の
増加 

3,513件 

(H23) 

4,530件 

（H27） 
増加する 

5年以

内 
A 

・県がん総合相談支援センタ

ー・拠点病院の相談支援セン

ターにおける相談件数の増

加 

4,530件 

（H27） 

増加する （変更なし） 

 

充実した相談支援を実施す

るため、引き続き、現行の目

標を継続するもの。 

③拠点病院における診療実績
等の情報の公表（拠点病院
数） 

 ※県健康課調べ 
- 10病院 

全ての 

拠点病院 

5年以

内 
A 

③拠点病院における診療実績等

の情報の公表（拠点病院数） 

 ※県健康課調べ 

10拠点病院 
全ての 

拠点病院 

（変更なし） 

 

既に目標を達成しているが、

今後も引き続き、拠点病院に

おける診療実績等の情報公

開を推進するため、進捗管理

を行う指標として、現行の目

標を継続するもの。 

 

 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【在宅療養支援体制・地域緩和ケアの充実】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①がん患者が住み慣れた家庭
や地域で療養や生活を選択
できるよう連携体制の構築 
※県健康課調べ 
・退院時カンファレンス実施
数の増加 

271件 

(H23) 
310件 増加する 

5年以

内 
A 

今後も、患者とその家族が

希望する療養場所で、切れ

目のない緩和ケアを含めた

在宅療養の支援が受けられ

るよう、拠点病院や地域の

医療機関、訪問看護ステー

ション、薬局等の関係機関

の連携が必要。 

①がん患者が住み慣れた家庭や

地域での療養や生活を選択で

きるよう関係機関の連携強化 

※県健康課調べ 

・退院時カンファレンス実施

数の増加 

310件 増加する 
H35

年度 

（変更なし） 

 

既に目標を達成しているが、

今後も引き続き、がん患者が

住み慣れた家庭や地域での

療養や生活を選択できるよ

う、進捗管理を行う指標とし

て、現行の目標を継続するも

の。 

②診療所、訪問看護ステーシ
ョン､薬局､居宅介護支援事
業所等の連携による在宅療
養・緩和ケア体制の充実 ※
県高齢福祉課調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5年以

内 

 ②診療所、訪問看護ステーショ

ン､薬局､居宅介護支援事業所

等の連携による在宅療養・緩和

ケア体制の充実 ※県高齢福祉

課調べ 

    

・在宅医療を担う開業医グ

ループへの参加医師数の

増加 

188人 203人 増加する A 
・在宅医療を担う開業医グルー

プへの参加医師数の増加 203人 増加する 

 

H35 年度 

 

県医療計画の見直しに伴い、目

標値を更新するもの。 

・訪問看護ステーション数の

増加 (人口 10万対) 
3.6施設 5.8施設 4.5施設 A 

 ・訪問看護ステーション数の 

増加 (人口 10万対) 
5.8施設 

6.7施設 

7.4施設 
H32 年度 

H35 年度 

 

③医療用麻薬が医療機関と訪
問看護ステーション等の連
携により使用される体制を
整備（継続） 
・麻薬処方診療所等の数の
増加（人口 10 万対） ※
県医務課調べ 

41施設 

(H20) 

46施設 

（H26） 
増加する 

5年以

内 
A 

③医療用麻薬が医療機関と訪問

看護ステーション等の連携に

より使用される体制の充実 

・麻薬処方診療所等の数の増加

（人口 10万対）  

※県医務課調べ 

46施設 

（H26） 
増加する 

H35

年度 

（変更なし） 

 

既に目標を達成しているが、

今後も引き続き、医療用麻薬

の医療機関と訪問看護ステ

ーション等の連携による使

用を推進するため、進捗管理

を行う指標として、現行の目

標を継続するもの。 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【がん患者の活動支援】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①がん患者の不安や悩みを

軽減し支援するためのピ

ア・サポーターの養成及び

ピアサポート活動等の推

進 ※県健康課調べ 

0名 71名 60名 
5年以

内 
A 

県がん総合相談支援センターで

は、ピアサポーターを着実に養

成し、目標を達成した。 

今後も引き続き、ピアサポータ

ーを養成しつつ、患者に寄り添

うピアサポート活動が効果的に

展開されるためのフォローアッ

プが必要。 

①がん患者の不安や悩みを軽減

し支援するためのピア・サポー

ターの養成及びピアサポート

活動等の推進  

※県健康課調べ 

 

 

 

 

 

71名 

 

 

 

38回 

 

 

 

 

 

155名 

 

 

 

増加する 

H35

年度 

・ピア・サポーターの養成を推

進するため、目標値を更新す

るもの。 

※前回計画策定時からの年

間平均増加分（（71人/5≒

14人）に６ヶ年を乗じた値

（14×6＝84人）を現状値

に加えたものを目標値と

した（84＋71＝155人） 

・がん患者や経験者との協働を推進

するため、ﾋ゚ ｱ･ｻﾎ゚ ﾀーー による患者

サロン等の開催回数について、新

たに目標として設定するもの。 

・ピア・サポーター数の増
加 

・ピア・サポーター数の増加 

 

 

 

 

○新・ピア・サポーターによる患

者サロン等の開催回数の

増加 

【がんの教育・普及啓発】 

現行計画での目標 策定時 

（H24） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①教育機関との連携のも
と、子どもが、がんとが
ん患者に対する正しい理
解を深める健康教育の実
施 ※県保健体育課調べ 

 ・健康教育でのがん教育の実施  

- 

小中高５

校 

実施 

国の検討

結果を踏

まえ設定

予定 

5年以

内 
－ 

今後も、保健教育の中で、がん

やがん患者について正しく理

解されるよう取り組む必要が

ある。 

（削 除） 
※新学習指導要領が実施されると、体育

科「保健領域」（小学校）、保健体育
科の「保健分野」（中学校）、「科目
保健」（高等学校）でがん教育を実施
することになる。新学習指導要領が全
面実施されれば、それをもって充実し
たがん教育と言えるものと考える。 

  

H35

年度 

 

②ボランティア団体等の協
力によるがんを含む健康
に関する正しい知識の普
及啓発の推進 

 ※県健康課調べ 

・がん予防推進員数の増加 
・がん対策推進員数の維持 

 

 

357名 

5,413名 

 

 

519名 

5,401名 

 

 

700名 

維持する 

 

 

5年以

内 

 

 

B 

C 

今後も、がん予防推進員の養成

や市町村のがん対策推進員へ

の活動支援を通じた、がん検診

やがんの治療、緩和ケア等の普

及啓発が必要。 

①ボランティア団体等の協力

によるがんを含む健康に関

する正しい知識の普及啓発

の推進 ※県健康課調べ 

・がん予防推進員数の増加 

・がん対策推進員数の維持 

 

 

 

 

 

519名 

5,401名 

 

 

 

 

 

700名 

維持する 

（変更なし） 

今後も引き続き、協定企業等

におけるがん予防推進員や

市町村のがん対策推進員へ

の活動支援を通じた、がん検

診やがんの治療、緩和ケア等

の普及啓発を推進するため、

進捗管理を行う指標として、

現行の目標を継続するもの。 

 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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● 働く世代やライフステージに応じたがん対策の充実 
 

【がん患者の就労を含めた社会的な問題への対応】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①がんになっても安心して

働き暮らせる社会を構築

するため、関係機関や関

係団体等と協力したがん

患者の仕事と治療の両立

の支援 ※県健康課調べ 

 

 

 

5年以

内 

 

拠点病院の相談支援センター

では、ハローワークによる出張

相談や相談支援センター間で

の情報共有を通じた連携体制

が構築されている。 

また、県総合相談支援センター

では、社会保険労務士による就

労相談会を実施しており、今後

も、がん患者・経験者が働きな

がら治療や療養ができる環境

の整備や、家族ががんになった

場合でも、働き続けるための支

援が必要。 

 

なお、がん患者の就労実態やニ

ーズを把握する仕組みが無い

ことが課題。 

①がんになっても安心して働

き暮らせる社会を構築する

ため、関係機関や関係団体等

と協力したがん患者の仕事

と治療の両立の支援 ※県健

康課調べ 

  

H35

年度 

 

・相談支援センター・がん

総合相談支援センターで

の相談件数の増加 

40件 55件 

（H27） 

増加する 

A 

 ・県がん総合相談支援センタ

ー・拠点病院の相談支援セ

ンターでの相談件数の増

加 

 

55件 

（H27） 

 

増加する 
（変更なし） 

 

今後も、がん患者の仕事と治

療の両立を推進するため、進

捗管理を行う指標として、現

行の目標を継続するもの。 

 

 

 

・相談支援センターとハロ
ーワーク等との連携体制
の構築 

 

－ 

 

構築 

 

構築する 

（A） 

・相談支援センターとハロー

ワーク等との連携体制の

強化（拠点病院へのハロー

ワーク専門相談員の派遣） 

 

 

2拠点病院 

 

 

全ての 

拠点病院 

拠点病院の相談支援センタ

ーとハローワークの連携に

ついて、実施されている相談

支援センターへのハローワ

ークの専門相談員の派遣

（H28年度は、県立中央病院

と富山市民病院の２病院で

実施）について、全ての拠点

病院で実施されるよう目標

を変更するもの。 

 
・事業所におけるがん患者
の就労実態及びニーズ把
握 

－ － 把握する － 

 

 

 

（削 除） 

※国計画で示されている「治療 

と仕事両立プラン（仮称）」

やがん患者の再就職後の就

労継続状況に関する調査等

を参考に、就労実態等に関す

る状況の把握に努める。 

   

 

 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 
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【小児・ＡＹＡ世代のがん対策】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

○小児がん患者とその家族

が安心して適切な医療や

支援を受けられるよう国

指定の小児がん拠点病院

と県内の小児がん協力病

院や地域の医療機関等と

の連携体制を構築 
- 

東海・北陸

ブロック

地域連携

ネットワ

ークの構

築(H25) 

構築する 
5年以

内 
（A） 

今後も、国指定の小児がん拠点

病院と県内の拠点病院や地域

の医療機関等との連携が必要。 

①小児がん患者とその家族が

安心して適切な医療や支援

を受けられるよう国指定の

小児がん拠点病院と県内の

小児がん協力病院や地域の

医療機関等との連携 

 

 

 

○新②県がん総合相談支援セン

ターと関係機関との連携

等による、AYA世代の多

様なニーズに応じた相談

支援の充実 

 

東海・北陸ブ

ロック地域

連携ネット

ワークの構

築(H25) 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

連携継続 

 

 

 

 

 

 

充実する 

H35

年度 

今後も引き続き、小児がん患

者等が適切な医療や支援を

受けられるよう、国指定の小

児がん拠点病院と県内の小

児がん協力病院や地域の医

療機関等との連携を推進す

るため、「連携継続」として

目標を継続するもの。 

 

就学、就労、妊娠等の AYA

世代の多様なニーズに応じ

た相談支援を推進するため、

新たに目標として設定する

もの。 
 
 

【○新 高齢者のがん対策】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

－       

○新①拠点病院における「高齢の

がん患者の意思決定の支

援に関する診療ガイドラ

イン」の活用 

 

 

－ 

 

 

全ての拠点病院 

 

 

H35

年度 

本県の拠点病院における「高

齢のがん患者の意思決定の

支援に関する診療ガイドラ

イン」の活用を推進するた

め、新たに目標として設定す

るもの。 

※現在、国では「高齢のがん

患者の意思決定の支援に

関する診療ガイドライン」

の策定が予定されている 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 

 



 15 

● 調査、研究の推進 

 

【がん登録の推進】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

①地域がん登録の拠点病院

等からの届出数の増加 

  ※県健康課調べ 
8,983件 

11,454件 

（H27） 
増加する 

5年以

内 
A 

拠点病院や地域の医療機関の

協力により、目標を達成した。 

※平成 28年１月より、国の事

業として全国一律に実施さ

れる「全国がん登録」へ制度

が変更 

（削 除） 

※地域がん登録（県事業）から

全国がん登録（国事業）へ移

行したことにより、全国一律

の制度となったことで、県計

画の目標から削除するもの 

    

 

【臨床研究及び治験の推進】 

現行計画での目標 策定時 

（H23） 

現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

達成

状況 

課 題 次期計画での目標 現状 

(H28) 

目標 目標

期限 

目標設定の考え方 

－         
○新高度先端医療、臨床研究及び

治験の実施体制の充実 
－ 充実する 

H35

年度 

県立中央病院や富山大学附

属病院等が中心となって、引

き続き、高度先端医療、臨床

研究及び治験を推進するた

め、新たに目標として設定す

るもの。 

 

＜達成状況＞A：目標達成   B：改善傾向にある  C：変わらない  D：要努力 

      ( ）：客観的な数値に基づく評価ではない －：策定時との比較が困難 

 


